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②年齢に関わりなく働ける勤労環境の整備                    １９８億円 

希望者全員について、６５歳以上まで雇用が確保される制度を導入する企業や、

勤務時間の多様化、職域拡大、処遇改善等に取り組む企業への支援を行う。また、

高年齢労働者が自ら労働災害リスクを認識できる手法を開発し、その試行を行う。 

 

（２）団塊の世代が活躍できる環境の整備                 ６４億円 

①「団塊世代のフロンティアプロジェクト（仮称）」の推進             ８．４億円 

在職中からジョブ・カードを用いたキャリア・コンサルティングを実施する

ことにより、高齢者の円滑な再就職を支援する。また、職業キャリアを活かす地

域貢献活動の情報や体験機会を提供するとともに、熟練技能人材に技能継承等に

関する技法を教育し、「技能継承等インストラクター（仮称）」として養成する。 

 

②再就職支援や起業支援のワンストップサービスの整備             １９億円 

事業主団体等の傘下の求人事業主や団塊世代の定年退職者等を対象としてキャ

リア・コンサルティング等を実施し、再就職支援を推進するとともに、起業支援情報を

提供することにより、ワンストップサービスの整備を図る。 

 
（３）多様な形態の就業による高齢者の生きがい対策の推進    １４７億円 

①シルバー人材センター事業の充実                        １３７億円 

     シルバー人材センターと地方公共団体が共同して「教育、子育て、介護、環境」の

分野を重点に企画提案した事業を支援するほか、シルバー人材センターにおいて

会員が安心して働くことができる生活圏域内での就業機会の確保、女性会員が魅力

を感じる職域の拡大等を実施する。 

 
②高齢者の職業経験を生かした登録制による就業支援の実施（新規）    １１億円 

高齢者の技術、技能、資格、職業経験等を登録し、地域の企業、団体、家庭、地

域コミュニティーなどからの高齢者ニーズとマッチングさせる仕組みを構築する。 

 

 
 

（１）障害者に対する就労支援の推進                    ２２８億円 

①中小企業等における障害者雇用促進のための重点的な支援 

（一部再掲・３４ページ参照） 

                                   １ ５ 億 円 

  複数の中小企業が事業協同組合等を活用し障害者を雇用するために要した費用

の助成措置の創設や、初めて障害者を雇用した中小企業に対する奨励金（１００万

円）、特例子会社や重度障害者多数雇用事業所の設立促進のための助成措置（１０

人以上の雇用で２,０００万円支給等）により、安定的な障害者雇用の拡大を図る。 

５ 「福祉から雇用へ」推進５か年計画の推進     ２９１億円（２６１億円） 


